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人口動態・合計特殊出生率について

１ 概要 

 浜松市”やらまいか”人口ビジョンで展望した内容の実現に向け、今後における地方創生
の施策の参考とするために、人口動態及び合計特殊出生率の現状分析・要因分析を委託

により調査を実施した。

２ 調査結果の概要 

（１）人口動態について 

① 状況分析 

 毎年の住民基本台帳人口及び

外国人登録者人口ベースでみ

ると、浜松市の人口は 2008年
をピークに減少傾向となって

いる。

 自然動態については、2011年
に自然減に転じ、その後も自

然減は拡大している。〔図 1〕
 社会動態については、2009年
に社会減に転じたが、2017年
に 9 年ぶりに再び社会増に転
じた。〔図 1〕

② 要因分析 

≪分析方法等≫ 

 内閣府「地域の経済 2014」及び経済産業省「生涯生活コストの「見える化」に関する
調査研究」を基に人口増減の要因分析を行った。

 内閣府「地域の経済 2014」では、地方において人口が増加した市町村の要因分析を行
っており、今回の要因分析では人口増加の要因に関する指標「地域活性化指標」と人口

増加率との相関関係について分析した。

 経済産業省「生涯生活コストの「見える化」に関する調査研究」では、地域における暮

らしやすさ指標を選定・抽出し地域間比較を可能としており、今回の要因分析では人口

移動に影響する指標「暮らしやすさ指標」と人口増加率との相関関係について分析した。

 まち機能の利便性や集積が高いほうが、人の動きが活発で、人口増減にはプラスに寄与

する。

 人口増減率との相関係数が比較的高い指標のうち、本市では可住地人口密度、ショッピ

ングセンターへの距離、自然的土地利用率の指標は、都市平均と比べて低い値であり、

これらの指標の改善を図ることが人口増加に有効と考えられる。

資料３ 
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≪分析結果≫ 

 本市の人口が社会増に転じた要因

は、外国人人口の転入超過の増加

によるところが大きい。〔図 2〕
 フィリピン、インドネシア、ベト

ナムといった東南アジアの外国人

が増加傾向にある。

 本市の日本人人口は、2012年から
社会減が続いている。〔図 2〕

 日本人人口は、静岡県内からは転入

超過であるものの、東京圏や愛知県

への転出超過がそれらを上回り、結

果として転出超過となっている。〔図

3〕

※次ページに続く 
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 日本人の人口移動は、

20 代の人口移動ボリュ
ームが大きく、転出超過

が特に大きい15～29歳
の東京圏及び愛知県と

の転出入の状況を分析

すると、性別・年代によ

って転入出の傾向は異

なっている。〔表 1〕
 特に人口移動が大きい

20～24歳は男女とも転
出超過が拡大しており、

男性は「転入者の減少」、

女性は「転出者の増加」

が大きな要因となって

いる。〔表 1〕

③ 総括 

 2017年に社会増減が転入超過となった要因は、外国人の転入超過の増加によるところ
が大きい。

 日本人は、県内他市町村から転入超過であるものの、東京圏や愛知県への転出超過によ

り、わずかに転出超過の状態である。

 特に東京圏への転出超過を食い止めることが必要であり、中でも特に、女性の転出の抑

制、男性の転入（Uターン）の推進が必要である。

※前ページからの続き（図 3）
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（２）合計特殊出生率について 

① 状況分析 

 厚生労働省による 2008 年～2012 年の 5 年間での合計特殊出生率について、他の指定
都市と比較すると、浜松市の合計特殊出生率は指定都市で最も高い。

 浜松市の合計特

殊出生率は緩や

かな上昇傾向と

なっており、全国

平均、静岡県平均

を上回る水準で

推移している。

〔図 4〕

 出産順位別の出生割合（2016 年）は、浜松市の第 1 児の割合は、全国平均とほぼ同
じであるが、第 2児の割合は全国平均や指定都市と比べ、値が高い。一方で第 3児以
降の割合は全国平均よりも低くなっており、特に第 5児以降については指定都市の中
では東京、川崎に次いで低い値である。

 生涯未婚率（2015年）は、全国平均と比較すると、男性の値が高い。一方、女性は、
全国平均よりも値が低く、指定都市の中では最も低い値である。

 平均初婚年齢（2016 年）は、全国と比較すると、男性、女性とも低い値となってい
る。
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② 要因分析 

≪分析方法等≫ 

 内閣官房まち・ひ

と・しごと創生本

部事務局から平成

29年 5月に公表さ
れた「地域少子化

対策の手引き―働

き方改革を中心に

―（第 2版）」では、
出生率に影響を与

える要因を整理・

提示している。〔図

5〕

 出生率に大きな影響を与える「働き方」に関する実態を地域別に分析した指標を「地域

少子化・働き方指標」として提示しており、類似都市との比較が可能な指標の分析、考

察を行った。

≪分析結果≫ 

 男性の未婚率の高さは、女性の婚姻年齢が低いことに加え、相対的な女性人口が少ない

ことによって、特に 40代未満の男性の婚姻対象となる（未婚）女性が少ないことが影
響している。

 「地域少子化・働き方指標」のうち、少子化関係指標、働き方関係指標を分析すると、

浜松市の出生率は全国的に高い値であり、各指標は概ね他地域と比較しても、良い結果

であった。但し、相関係数が比較的高い指標のうち、「男性 25-39歳の未婚率」、「第２
子出生時の母の平均年齢」は、値が高く、指定都市と中核市の中では中位以下の順位で

あった。

 「地域少子化・働き方指標」のうち、就業、失業に関する指標を分析すると、「就業者

の割合 女性（未婚）」は、値が低かった。

 「地域少子化・働き方指標」のうち、不安定雇用、所得に関する指標を分析すると、「女

性（未婚）30～39歳の所得が 200万円未満の割合」は、値が高かった。
 合計特殊出生率の変化率（2013年～2016年）と、人口増加の要因に関する指標「地域
活性化指標」、人口移動に影響する指標「暮らしやすさ指標」を分析すると、生活機能

の集積や利便性に関するいくつかの指標で指定都市の中で中位以下の順位であった。
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③ 総括 

 浜松市は、出生率に影響をもたらすとされる少子化・働き方関係指標のうち、「男性の

未婚率」、「女性の失業率」、「所得が低い未婚女性（30～39歳）の割合」といった指標
で類似規模の都市と比較し、高い値であった。

 女性の雇用や所得の確保・向上を進めることが、出生率上昇に加えて、女性の市外への

転出抑制にもつながり、男性の未婚率の改善にも有効であると考えられる。

 生活機能の集積や利便性に関する指標の改善・向上が、出生率の向上に有効であると考

えられる。
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３ 調査結果からの考察 

≪人口動態≫ 

 浜松市の最新の人口動態をみると、社会動態は、転入者数の増加により 9年ぶりに社会
増に転じたものの、自然動態は出生数の減少が拡大し、結果として人口減少が続いてい

る。

 社会動態が社会増となった要因としては、外国人人口の転入超過の増加によるところが

大きい。

 他方、日本人人口は、社会減が続いている。日本人の人口移動を詳細にみると、静岡県

内からは転入超過であるものの、東京圏や愛知県への転出超過がそれらを上回り、結果

として転出超過となっている。

 なお、20代の人口移動ボリュームが大きいが、性別・年代によって転入出の傾向は異な
っており、男性は 20 代全体で転入減、女性は 20 代前半が転出増、20 代後半が転出減
となっている。男性は東京圏からの転入（Uターン）の促進、女性は東京圏への転出抑
制について、より一層の取り組みが必要である。

≪合計特殊出生率≫ 

 自然動態については、高齢化が進む中で人口減少を食い止めるためには、出生率のさら

なる上昇が必要である。浜松市の合計特殊出生率は、全国市町村の中で比較的高い値で

あり、出生率に影響をもたらすとされる各種少子化関係指標、働き方関係指標の数値も

全体的には出生率上昇にプラスの方向の値となっているが、男性の未婚率、未婚の女性

の雇用や所得については、他地域と比較して出生率上昇にマイナス方向の値となってお

り、これらを改善することが出生率の上昇に有効であるといえる。

 なお、未婚女性の雇用や所得の向上は、20代女性の転出減につながり、女性人口の維持・
増加は、男性の未婚率の改善にも寄与するものと考えられる。

≪その他≫ 

 類似都市では、都市機能の集積や生活関連施設の利便性に関する指標が、出生率の上昇

や人口増減率などと比較的高い相関がみられることが明らかとなった。上記の指標の改善

とあわせて、人々が暮らしやすい、魅力あるコンパクトなまちづくりを進めることも、

人口減少の抑制に有効と考えられる。 


